















































































































品売買契約に関する国連条約」 (United Nations Convention on Contracts for
the International Sale of Goods ; CISG)や「ユニドロワ国際商事契約原則」





































































































































































































































































(b)最終的表示と矛盾 しない追加的 (b)最終的表示 と矛盾 しない追加 的
条項 条項
(2)記録に記 された条項は、履行の経過















































































































































































いo」。 ucc § 2-203 (2005)…
182)拙稿(1)前掲柱(1)106-107頁。
183)拙稿(1) …前掲注(1)106-107頁.0








のような契約または申込に適用されないO」。 November 1, 1996 Draft, U.C.C.
Revised Article 2. Sales, (http://www.law.upenn.edu/bll/archives/ulc/ucc2/
textd96.htm )











て、 「1954年法律改正(如勺強制)法」 (LawReform (Enforcement of Contracts)
Act)により廃止されたD拙稿(1)前掲注(1)106頁。










に拠るJ。 PICC 隻 1.2 (1994) (2004).






































みたところ、説得力のある理由ではないoJ Status of Article 2 Revision Memo,



































































CONTRACTS (4th ed, 1999) § 33:2, at 559; 6 CORBIN ON COTRACTS (Interim
Ed. 1960) § 573, at 72; 2 FARNSWORTH ON CONTRACTS (3rd ed, 2004) § 7.2, at
222; G. KLASS, CONTRACTLAWINTHE USA (2010) at 142;樋口・前掲注(104)
153、 157頁、滝沢・前掲注(199) 58貫。








203) WILL:王STON, supra note 200, § 33:16, at 622; ibid.













6号115頁以下(1986年)に拠る　Restatement (Second) of Contracts, §209(3)
(1981).
207) KLASS,supranote 200, at 143.
208) Id.第二次契約法リステイトメント第210条のコメントbによれば、 「=書面
それ自体は.その自らの完全性(completeness)を証明することができないD」。
Restatement (Second) of Contracts § 210, cmtb (1981).
209) ParolEvidence Ruleの存在理由として、 「最終的には何が合意されたかを
文書の形で確定しようとする当事者の自由を保護する」ことが挙げられており、
実際に、その趣旨を明記した「完結条項」 (merger clause, integration clause)
がよく用いられる。樋口・前掲注(104) 156-157頁。
210) WILUSTON.sm.♪m note 200, §33:21, at 663; KIj鵬,sォ/>ra note 200, at 143.
211) KLASS,supra note200, at 143.
212) Id.at142.
213) UCC§2-202 (2003).
214) UCC第2-202条のTでは、 「説明」 (explain)および「補充」 [supplement)
という動詞が用いられているが、前者は「解釈」 (interpretation)を指しており、
後者は文字通りに契約条項の補充を意味するものと理解されている　WHITE
& SUMMERS, supra note 9, at 174-175.
215) Rosen, su,♪蝣ra note 74, at 1222.
216) UCC § 2-202, cmt.2 (1995).
















































SUMMERS, sulra note 9, at 175-176.






(Pac. Gas & Elec…, CO. v. G.W. Thomas Drayage & Rigging C0., 442 P.2d 641 (Cal.






地はないと解される(W.W.W. Assocs., Inc… v. Giancontieri, 566 N.E.2d 639, 642




とを本条は完全に否定する」 ucc § 2-202, cmt.1(c) (1995).













































限りでない。」 (訳は、松本・前掲注(206)に拠る。 Restatement (Second)of




























































文「約因と方式」 (Fuller, Consideration and Form, 41 COLUM. L REV. 799, 802
(1941))において提示されたものだが、実際には、それより10年早く、ルウ
エT)ンが1931年に公表した論文(Llewellyn, What Price Contract? rAn Essay in
Peタ坤ective, 40 YAI。E LJ. 704 (1931))に現れていたとの指摘がある。 DiMatteo,





Llewellyn, sulra note 242, at 746-747…
244)ルウエリンは、方式の警告的機能につき、 「これら二つのルール〔詐欺防
止法と口頚証拠準則〕の基本的な効果は、 ・-、合意の永続的、信用できる記録
を奨励する点でも、また、その記録を残す際に注意を呼び起こす点でも、ほぼ
確実に有益である。」と指摘するa Id.at748.
245)ルr)エリンは.方式の関係づけ機能につき、 「よく知られた類の形式的な
行為は、結果として、既存の状況を変更する旨の最終的な意図を公に表明する」
と述べるId.at711.
46巻2号(2012. 1　122)
